
ドイツにおける現代原価計算の展開と認識状況

マルセル ･シュヴァイツァー稿

松 本 康一郎 訳

本稿は,1992年 8月28日に,本学 ｢国際交流委員会｣後援の下で本学にて催さ

れた講演会の原稿の翻訳である｡講演者であるM.Schweitzer博士は,ドイツ

Ttibingen大学経済学部における経営工業論講座担当教授で,いわゆる動的

貸借対照表論 (dynamischeBilanzlehre)の嘱矢であるE.Schmalenbach

博士の孫弟子の一人であり, ドイツ現代原価計算の系譜を論じるに相応しい論

者である1)｡ 訳者としては,この間,本講演原稿の掲載を関係各方面に依頼し

てきたのであるが,なかなかその機会に恵まれず今日に至った次第である｡な

1)Schweitzer博士の略歴と主要著書は,以下の通りである｡

Schweitzer博士略歴 :

･1932年10月18日 ルーマニアにて生まれる｡

･Hannover工科大学,Berlin自由大学にて学ぶ｡

･1959年 E.Kosiol教授 (Berlin自由大学)の下で助手を務める｡

･1963年 博士論文 (Dr.ref.pol)提出 ･受理｡

･1968年 5月15日 教授資格論文 (Habilitation)提出 ･受理 (Berlin自由大学経

済社会学部)0

･1969年 Ttibingen大学 (Eberhard-KarlsUniversitat)経済学部教授,現在

に至る｡工業経営論 ･企業研究講座担当｡

主要著書 :

･ProblemederAblauforganisationinUnternehmungen(Berlin1964).

･StrukturundFunktionderBilanz(Berlin1972).

興津裕康監訳 (1992)『貸借対照表の構造と機能』,森山書店 ｡

･Einftihrungindielndustriebetriebslehre(Berlin1973).

･Produktions-und Kostentheorie der Untemehmung(Reinbek be主

Hamburg1974).

･SystemederXostenrechnung,4.Aufl.(Landsberg1986).
溝口一雄監訳,阪口要訳 (1978)『原価計算システム』(1975年版の翻訳),同文舘｡

･Break-even-Analysen(Stuttgart1986).

〔305〕



306 商 学 討 究 第44巻 第4号

お,訳者は, ドイツ財務会計論を専攻する者であり,本講演原稿の訳者として

は適任でないか もしれない｡それゆえ,翻訳に際しては,原価計算専攻の方々

とくに広島大学の阪口要教授より,貴重な多数のコメントを賜わりました｡こ

こに,記 して感謝申し上げます｡もちろん,ありうべき過誤は,すべて訳者の

責任である2)｡

A.原価 ･給付計算の基本問題

I.概念的基礎

原価計算は,機能的観点だけでなく用具的 ･制度的観点においても,概念的

に特徴づけることができる｡機能的局面では,原価計算という用語の下で次の

ような業務が理解される｡ すなわち,経営目標に関わって費消される財の評価

に関する情報の作成に役立っ業務として理解される｡用具的な意味では,原価

計算は,固有の構造的構成 (計算構造)を有 し,特定の意思決定やその他の適

用に関わる量的情報を,定められた規則 (演鐸/変換規則)に従って導き出す

といった課題を有する情報生産者 (情報伝達用具)である｡これとは逆に,刺

度的局面での原価計算は,上述のような情報作成課題を有する企業の組織上の

単位 (場所,部門,領域)として把握されねばならない｡

学問および実務における現在の展開状態において `̀原価計算"という表現が

用いられるとき,それは "給付計算''を含むのが普通である｡そうした原価計

算の下では,経営目標に関わって生成される財の評価に関する情報の追加的作

成が行われると理解されねばならない｡この場合には, "原価 ･給付計算''と

呼ぶ方が相応しいであろう｡ さらに,これまで行われてきたように,この計算

2)Schweitzer博士は,本学での講演に先立って,1992年 8月20-22日に京都で催さ

れた ｢第6回会計史世界会議｣において,｢ドイツ語圏における原価計算のパイオニ
アとしてのオイゲン･シュマーレンバッ-｣と題する講演を行っている｡このときの

講演原稿については,『会計』第143巻第4号および第5号に,興津裕康教授による翻
訳が掲載されている｡したがって,本稿の講演内容は,この京都での講演の続篇ない
し歴史的延長と捉えることができる｡なお,本学での講演は,そのほとんどが英語に
て行われたが,訳者がSchweitzer博士より受け取った講演原稿は,ドイツ語によ
るものであった｡
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の業務管理的側面に焦点を当てるならば,それは,短期 (業務管理的)損益計

算と呼ばれねばならない｡けれども,最近の展開が示すように,原価 ･給付計

算の戦術的 ･戦略的側面もますます展開されている｡

原価 ･給付計算からは,さまざまな意思決定のための情報を作成することが

期待される｡異なる意思決定には異なる原価 ･給付情報が必要であり,そうし

た原価 ･給付情報は,ただ一つの計算システムを通 じて作成するのは不可能な

のが普通である｡したがって,有用なすべての原価 ･給付情報を獲得するには,

異なる計算概念が展開されねばならない｡それゆえ, `̀原価 ･給付計算''とい

う表現は,当該意思決定に固有の原価 ･給付構成要素をもって行われる個々の

諸計算の集合に対する総称である｡ 各意思決定ごとのこれら計算諸概念を,ど

のようにすれば,完結 した一つの原価 ･給付情報システムへと統合できるのか

は組織的な問題であり,そうした組織的問題は,EDPが基礎に置かれるとき,

管理システムをも含めて,データバンクやモデルバンクおよび方法論バンクの

整備を通じて解決される (Scheer1990,158頁)｡

これまでに展開されてきた数多 くの原価 ･給付計算において,計算概念 (計

算システム)思考の合理的な定義は容易でない｡この概念定義のとくに困難な

点は,いくつかの計算は,他の計算の再展開であったり修正ないし加工である

といったことにある｡したがって,計算概念ないし計算システムと呼ばれるに

は,経済的財に関する量的情報を獲得するための"独自の''または "自主的な"

あるいは "基本的に新たな''ァブローチであるという印象が伝えられねばなら

ない｡原価 ･給付計算は,以下の構成要素を有していなければならないという

一概念装置

一認識規則

配分規則

演揮規則

一基準値 (基準値階層)

一原価関数

一計算(請)目標
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ことから出発するならば,次のことが確定しうる｡すなわち,これら構成諸要

素のうちの一つが固有の特徴を有しておれば,どんなものであれその特徴が,

一つの原価 ･給付計算概念 (計算システム)を決定するのである｡

Ⅱ.計算概念と意思決定との対応

個々の原価 ･給付概念についての構造的メルクマールは,当該意思決定が有

する問題設定から規定される｡とくに,そうした意思決定の (意思決定モデル

における)すべての変数は,原価 ･給付計算 (計算モデル)における基準値に

対応しなければならない｡意思決定と計算とのこうした対応原則は,製品数量

に依存した原価 ･給付の可変性を求めるだけでなく,一般には,その時々の意

思決定のすべての変数に依存した原価 ･給付の可変性を求めている｡

意思決定と計算との対応原則という意味において原価 ･給付の算定を可能に

すべく,原価 ･給付計算概念が構築されるならば,このときの原価 ･給付概念

は,意思決定に固有のものとして分類されねばならず,そのときに算定される

原価 ･給付は,意思決定関連的と呼ばれる｡それゆえ,原価 ･給付の計算概念

ないし計算システムの分類に関して以下で説明されるすべてのメルクマール

は,基本的には,システム構成要素についてのメルクマールであり,それらシ

ステム構成要素の特性は,その時々に行われる (各)意思決定の特殊性に対応

したものでなければならない｡このようにして形成されるべき計算概念は,構

造的には,ただ一つのまたは複数の意思決定変数を通じて,状況によっては,

階層的な形態で決定づけられる｡後者の場合には,原価 ･給付の帰属計算とい

う観点の下で,諸基準値について一つの階層が作 り上げられねばならず

(Riebel1990;36頁以降),その階層もまた,意思決定に固有のものでなけれ

ばならない｡当該意思決定の特殊性の種類と範囲は,有用な原価 ･給付情報を

必要とする当該意思決定過程の種類と構造に依存している｡

B.伝統的原価 暮給付計算諸概念の分類

Ⅰ.伝統的原価 ･給付計算を分類するためのメルクマール
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企業において行われる意思決定の特性は,比較的多数のメルクマールを通 じ

て特徴づけられるので,このことは,意思決定と計算との対応原則に従えば,

原価 ･給付計算の諸概念にも当てはまる｡原価 ･給付計算の特性は,何よりも

先ず原価局面に関連する,以下のメルクマールを関わらせることで特徴づけら

れる :

一原価負担者に対する帰属計算の範囲

一基準値の数,ないし,基準値形成の種類

一原価の時間的関連

一計算目標

一原価作用因の変動に対する適応能力

-損益数値の帰属計算の範囲

一職能領域との関連

一理論的基礎

一部門化の程度

一時間的弾力性

一反復性

一適時性の程度

Ⅱ.伝統的原価 ･給付計算諸概念の分類

前節で挙げられたメルクマールに従って,原価 ･給付計算諸概念について,

単一段階または多段階の分類を形成することができる｡ただ一つのメルクマー

ルに従った分類は単一段階であり,これとは逆に,複数のメルクマールに従え

ば多段階である｡周知の原価 ･給付計算諸概念は,多段階的に特徴づけられる

べきである｡

原価負担者に対する原価の帰属計算範囲

原価負担者とは,原価を帰属させることのできるすべての要素である｡ 大抵

の場合,販売財や再投入財が原価負担者と見なされる｡ `̀負担者''という用語
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には,次のような考えが結びついている｡すなわち,当該財は,その時々の原

価を負担額として "収容''しなければならず,また, (販売財の場合)これら

の原価は,市場価格で補償されねばならないのである｡しかし,原価負担者と

しては,計算目的に応じて,さらにその他の要素が取り上げられる (Kosiol

1979,283頁以降)｡ 例えば,原価の帰属計算は,個別製品について行うだけ

でなく,製品の種類,製品グループ,サービス給付,異なる組織領域,従業員,

期間,設備,工具,作業方法,企業全体,注文,得意先グループ,販売部門な

どについて行うことができる｡

選択された原価負担者に対しては,さまざまに区画された原価 (原価カテゴ

リー)をさまざまな範囲で帰属計算させることができる｡ 1計算期間 (例えば

月)の原価全体から出発して,この原価全体を,特定の手法に従って例えば販

売財ごとに原価負担者として全額帰属計算を行うならば,これに相応しい計算

概念は全部原価計算である｡他方,この原価負担者に対して,原価全体の一部

ないし特定の原価カテゴリーだけを帰属計算させるならば,それは部分原価計

算と呼ばれる｡部分原価計算は,純粋な原価計算として設計することもできる

し,部分原価だけでなく売上収益 (給付)も原価負担者に帰属させるのであれ

ば,損益計算として作成することもできる｡この部分原価において,変動費が

取り上げられるならば,それは,変動費に基づく部分原価計算と呼ばれる｡他

方,相対的な直接原価 (すなわち,基準値に関わる直接原価)として部分原価

が区画されるならば,そこでは,相対的直接原価に基づく部分原価計算が意図

される｡この相対的直接原価に基づく部分原価計算のうち比較的新 しい形態と

して,弾力的製品組立システム (Horvath/Kleiner/Mayer1987)のため

の意思決定指向的原価計算がある｡この原価計算は,法律,契約,作業工程,

組立対象および組立場所といった基準値が考慮されるとき,プログラムや生産

過程に関する意思決定にとって有用な原価情報の算定に役立っ ｡

このような負担者別損益計算の最もよく知られた形態は,補償貢献額計算で

ある｡そこでは,純売上高と充分に定義された製品 1単位当たり部分原価との

差額として,製品単位補償貢献額が,原価負担者に関わらせて算定される｡
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この補償貢献額計算は,多面にわたって修正が行われてきた｡固定費計算の

区分をどのように行うかによって,変動費に基づく補償貢献額計算は,単一段

階のものと多段階のものとに分けられる｡補償貢献額計算の一つの特徴は,プ

ロフィット･センターのための対象関連的な損益計算が行われることである｡

プロフィット･センターは,企業における一つの職能領域であり,それの職能

は,利用目的に従って区画 (部門化)され,また,そこでの責任は損益を指向

しているから,個別の製品ないし製品グループごとの損益責任が,当該計算制

度の中心に置かれねばならない｡ここで行われるべき対象関連的損益計算は,

以下のような複数の課題を満たすものでなければならない :

-プロフィット･センターの計画設定の支援

-プロフィット･センターの管理活動の支援

-すべてのプロフィット･センターおよび管理者の能力評価

一企業の支配的全体目標の達成確保

以上のように定められた課題を満たす対象関連的損益計算の構築に向けての

合理的な一つの試みが,多段階的補償貢献額計算である (K6hler1988)｡補

償貢献額計算のこうした改訂は,作用しうる損益構成要素について意思決定依

存的な修正を加えることによって行われ,それによって,プロブィッ斗 ･セン

ター (責任センター)についての総額損益計算へと拡張される｡

原価の時間的関連

当該原価の時間的関連が原価区分上のメルクマールであるとき,実際原価計

算と計画原価計算とに区別することができる｡ある特定の月を区画基準として

選択し,それに帰属する期間原価を当月の経過後に算定したとすれば,ごの原

価計算は,事後計算としての性格を有する｡この原価計算を実際原価計算と呼

ぶ｡なぜなら,この原価計算は,現実に "実現した"原価,いわゆる実際原価

を測定するからである｡

当月の期首以前 (または期首時点)において,当月についての期首時点以後

の原価を計画するとき,この原価計算は事前計算としての性格を有する｡この
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原価計算は計画原価計算と呼ばれる｡というのも,この原価計算は,その後の

原価を前もって計算的に把握する (規準化ないし予測を行う)ものだからであ

る｡原価負担者を区画基準として選択するとき,それに応じて,事後給付単位

計算と事前給付単位計算とに区別される｡

追求される計算目標

とくに計画原価計算の場合には,追求される計算目標に従ってさらに詳細な

形態分類を行うことができる｡将来を指向する原価計算の計算目標としては,

"予測"ならびに "管理と統制"が定められる｡それゆえ,予測原価計算 (予

算原価計算)が,標準原価計算(規準原価計算)と区別される (Kosiol1956,49

頁以降)｡

予測原価計算は,将来に実際に生じる原価を予想する (事前に計算する)の

を目的とする｡したがって,ある特定の製造決定が下され,この意思決定がそ

れ以後どのような原価作用を引き起こすのかについて明瞭性を得ようとするの

であれば,そうした作用についての予測,この場合には原価予測が行われねば

ならない｡この予想を行うには,予測原価計算の核心部分となる,充分に証明

された原価関数が必要である｡予測原価計算は,経営上の意思決定の諸結果を

予想する能力を有するので,とくに,計画設定情報の獲得や計画設定システム

への統合のための情報伝達用具として適している｡

標準原価計算には,"企業過程の経済性を管理 し統制する''という計算目標

が当てられる｡規範値と実際値とを対照させることによって,各領域や過程が

効率的に統制される｡それゆえ,規範原価と実際原価は,原価場所に関わる経

済性統制にとくに適している｡標準原価計算は,このような標準と実際の比較

計算であり,そこでは,規範原価は,最適操業または正常操業に基づいた規準

としての性格を有している｡この計算では,開発や適応措置のための原価情報

を,詳細な差異分析の助けによって導き出すことが可能であり,そうした原価

情報は,最終的には,区画された計算領域における経済性に関する有効な管理

をも可能にする｡
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原価作用国の変動に対する適応能力

計画原価計算の場合にも,原価作用因のその時々の変動に対する原価の適応

能力が,一つの大きな役割を演じる｡この適応能力の程度に応じて,固定的計

画原価計算と弾力的計画原価計算とに区別される｡慣行的に,固定的計画原価

計算の下では,操業の全く特定の一面にとってのみ有用な原価を計画するよう

な計算概念が理解される｡これとは逆に,弾力的計画原価計算では,(各)磨

価作用因の,極端な場合には好きなだけ多くの,複数の特性にとって有用な原

価が計画される｡けれども,弾力性のこうした解釈は,意思決定と計算との対

応原則の意味において非常に狭い解釈である｡弾力性の試みを,現われるすべ

ての原価作用因にまで拡大することが必要である｡

先述の四つの区分メルクマールによって,重要ないくつかの原価計算概念

(計算システム)杏,以下のように体系的に整理することができる (図 1を参

照)0

損益数値の帰属計算範囲

補償貢献額計算を取り上げた際に,すでに次のことが示された｡すなわち,

すべての原価 ･給付計算において,さまざまな範囲の損益数値を各基準値に割

り当てることができる｡最初に,そうした基準値として期間,製品および場所

を想定するならば,これら基準値に対しては,いったん原価だけを割り当てる

ことができる｡そのときの計算は,純粋な原価計算である｡ 他方,同一の基準

値に対して,鏡に写し出すように,給付 (とくに売上高)だけを割り当てるこ

とができる｡そのときの計算は,純粋な収益計算である｡この基準値に対 して,

原価だけでなく収益をも割り当てれば,期間,製品および場所ごとの損益計算

が展開される｡この意味では,例えば,全部原価に基づく短期経営成果計算は,

当該期間についての純額 ･損益計算であり,他方,補償貢献額計算における純

額 ･成果計算は,当該期間についての総額 ･損益計算である｡
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職能領域との関連

計算技術上の問題設定や分析を,企業過程の区画された各職能 (例えば,購

買,輸送,在庫,製造,管理または販売)に関わらせるとき,当該計算は,購

買原価計算,輸送原価計算,在庫原価計算,製造原価計算,管理原価計算また

は販売原価計算として展開させることができる｡要求があれば,個々の職能を

結合させることもできる｡例えば,輸送と在庫を,ロジスティクスといった "横

断職能"へと結合させる｡この包括的職能には,ロジスティクス原価計算を設

けることができる (Weber,∫.1987)｡

原価分類のその他のメルクマール

原価計算ないし個々の部分計算は,生産 ･原価理論上の確立がどの程度であ

るのかによって,その確立が理論上貧弱なものと充分なものとに区別すること

ができる｡ 原価費目から原価場所に至るまで,原価配賦基準は,その確立が理

論上貧弱なのが普通である｡原価付加計算の基礎に置かれる,配賦率の助けに

よって原価負担者に割り当てられるさまざまな種類の間接費と配賦基準との関

係は,その理論上の確立がさらに貧弱である｡これとは逆に,部分原価計算は

理論的に確立されている｡ というのも,この原価計算は,少なくとも製品部分

においては,Leontiefの変換 ･生産関数に依拠 しているか らである｡ 現在の

展開状態では,経営計画原価 ･収益計算 (LaBmann1981,427頁以降)なら

びに Pichlerモデルに基づ く原価計算概念 (Pichler1961)も,生産 ･原価

理論的に確立されている｡

さらに,原価計算概念は,部門化の程度によって,統合化された概念と部門

化された諸概念とに細分することができる｡ とくに限界計画原価計算を,時間

的弾力性というメルクマールに従って,静的限界計画原価計算と動的限界計画

原価計算とに分類することができる｡動的限界計画原価計算とは,次のことに

よって特徴づけられる｡すなわち,この原価計算は,価格や賃率の変動に対 し

て短期的に適合させることができ,生産執行計画にとって有用な原価をより正

確に算定することができ,そして,原価の分解能力や作用可能性ないし期間性
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といった問題設定を,明確に把握することができる(Kilger1988,109貢以降)

(Seicht1963,693-づ94貢)｡原価計算を,反復性に従って特徴づけるとすれ

ば,継続的に遂行される計算と一度きりしか遂行されない計算とに区分されれ

ねばならない｡把握され計算されるデータの適時性の程度に従えば,オンライ

ン原価計算とオフライン原価計算とに区別することができる｡

C.新たな原価 ･給付計算諸概念の特徴

Ⅰ.新たな原価 ･給付計算概念が展開される原因

導き出される原価情報は,異なる意思決定問題を有する意思決定者たちの情

報需要との密接な関連を有していなければならないという認識が,最近数年の

うちに,はっきりと広まっている｡意思決定範囲を特徴づけるのは,高まる競

争の激しさや急速な技術的進歩だけではない｡市場がますますグローバル化さ

れており,市場構造が変化し,高度に展開された管理システムを伴う新しい加

工システムが,労働内容を,製造領域から,それの前に位置するサービス領域

-と拡大させ,顧客の異種製品ニーズが高まり,そして,付加価値の高い製品

や複合的な問題解決の需要が絶えず高まっている｡ これらの要求に企業が与え

る答えは,次のような内容である :

一企業成長

一部門化および分権化

一弾力化

一職能の統合化

一継続的なEDPの普及

一自動化

一情報フローのスピー ドアップ

一市場参入者たちとの新たな協同形態

一研究 ･開発の要求

一技術革新移転のスピードアップ

さらに,以上の経済技術的展開を,企業における意思決定に同じように影響
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を及ぼす社会的 ･生態的な要求の高まりが取り巻いている｡ これらの展開に基

づいて,意思決定者の情報需要は,より多様で複雑なものとなってきている｡

そこで生じる複合的問題に対して,原価 ･給付計算の伝統的概念が無関心でい

ることはできない｡むしろ,再展開された原価 ･給付計算概念あるいは新たな

原価 ･給付計算概念を通じて対応が図られねばならない,明確な必要条件を定

式化することができる｡

Ⅱ.新たな原価 ･給付計算概念を特徴づけるメルクマール

経済的現象について先に述べた傾向から,新たな原価 ･給付計算概念にとっ

ての若干のメルクマールを摘出することができる｡こうした新たな概念形成

は,部分的にすでに始まってはいるが,他の部分については,さらに充分に満

たされねばならない必要条件を,以下のメルクマールが表わしている｡個別的

には,新たな原価 ･給付計算概念にとって,以下のようなメルクマールを定め

ることができる :

-基準値の区別

一計画階層との関連

-EDP普及の高まり

Ⅲ.新たな原価 ･給付計算諸概念についての体系的記述

最近の原価 ･給付計算諸概念についても,以下において,先述のメルクマー

ルを用いて,単一段階的または多段階的に特徴づけることにする｡ただし,吹

のことが認められねばならない｡すなわち,最近の諸概念の大抵は,いまだ開

発段階にあり,企業実務における実証の程度がいまだ低い｡部分的には,これ

ら諸概念にとっての最初の試みしか認識できないかもしれないが,それら諸概

念の構造と機能を概略的に述べることにする｡

基準値の区別

自動化や弾力化の増大が,財の最適配分に関する意思決定に対 して,新たな
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必要条件を提示している｡とりわけ,本来の製造の前段階に行われるサービス

給付の占める割合が,明らかに増大している｡このことについての原価計算上

の結果は,間接費ブロックの増大と直接費の減少となって現われている｡原価

計算は,意思決定の変更にとって有用な原価情報を作成することによって,こ

うした実態を満たさねばならない｡個別的には,このことは,意思決定問題の

変更についての明確な特徴づけを意味し,新たな意思決定変数の発見や,相応

しい原価計算基準値の定式化を意味する｡このように特徴づけられる展開は,

一つの新たな意思決定問題だけでなく複数の意思決定問題を投げかけるという

ことから出発されねばならないがゆえに,次のような疑問が生まれる｡ 意思決

定者において原価情報に対して生じる需要を適切に満たしうるには,どれくら

いの数の原価計算概念が展開されねばならないのかという疑問である｡すでに

周知の原価計算概念のうちの一つないし複数を,合理的に再展開することがで

きるのかどうか,あるいは,新たな展開が根本的に必要なのかどうかという疑

問にも答えられねばならない｡これまでに示された答えは,全部原価計算およ

び部分原価計算はいずれも,個々の意思決定に応じて再展開することのできる

基本概念を表わしているという｡

そうした再展開の一つが,活動基準原価計算 (Cooper/Kaplan1988a;

Cooper/Kaplan1988b)である｡ ドイツ語圏の文献では `̀過程原価計算''

(Hor寸ath/Mayer1989;Franz1990;Mannel1990)という名称の下で,

この概念が取り上げられてきた｡ここでは,生産過程構造が設備集約的な場合

の (通常は計画原価計算としての)全部原価計算の概念がきっかけであり,そ

れが,以下の問題設定について,個々の意思決定に関わって再展開される｡そ

の問題設定とは,原価作用因(コス ト･ドライバー)をどのような過程 (活動)

について定めることができ,それら原価作用因に対して,いくらの割合の間接

費を因果的に割り当てることができるのかというものである｡こうした決定に

成功し,ある原価作用因に全部割り当てることのできる間接費が,すべての過

程や場所ごとに通算されるのであれば,そのときには,ある原価作用因につい

ての間接費が計算され,また最終的に,ある原価作用因と製品 1単位との関係
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を定式化することに成功すれば,この計算概念を通じて,製品に対する間接費

の因果的帰属計算が可能となる(Horやath/Mayer1989,Rau/Riid1991)O

結果的に,この過程原価計算は,直接費を製品に直接帰属させ,▲間接費を原

価作用因を介して間接的に (閲数的に)帰属させる全部原価計算へと導く｡こ

の原価計算における目新しい点は,間接費が原価作用困ごとに分類され,した

がって,これら原価作用因の変更を通じて原価政策 (原価管理)を有効に行い

うる可能性,ならびに,区別された基準値ごとに分類されることである｡原価

作用因といった視点の下で原価意識を高めることによって,間接費管理の改良

に向けて一つの貢献がもたらされる｡

もう一つの再展開は,過程指向的な原価計算である (Knoop1986)｡ この

計算概念がきっかけとして選んだのは限界計画原価計算であり,この限界計画

原価計算を,弾力的製造システムであるときに,以下の問題設定について,個々

の意思決定に関わって再展開するのである｡その問題設定とは,弾力的製造シ

ステムにとって,原価経済的な局面の下での製造管理問題を,いかにすれば最

適に解決できるのかというものである｡この原価計算概念の重要な構成部分

は,シミュレーションモデルとオンラインによるデータ把握システムである｡

シミュレーションモデルを用いることによって,原料や部品の工程挿入戦略や

作業工程等の優先順位規則といった管理パラメーターを考慮したうえでの実現

可能な作業工程計画が作成される｡ `̀弾力的製造システム''といった原価場所

が,個々のシステム構成諸要素において各作業場所として分解され,それら作

業場所について,個々の原価作用因 (および原価基準値)として,過程管理の

各パラメーターに依存 した "製作品の加工時間''が算定される｡この加工時間

は,(使用に依存 した減価償却費や維持補修費や加工費等々といった)間接費

項目についての最も重要な作用因として定義され,それによって,いずれの作

業場所についても,加工時間 1単位当たりの原価率を定めることができ,した

がって,いずれの作業工程計画も,比例計算された製造間接費をもって評価す

ることができる｡比例計算された間接費部分の帰属は,原価場所の利用時間だ

けでなく,過程管理の各パラメーターに対しても行うことができる｡弾力的製
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造システムについて生まれるデータは,オンラインで把握され処理されるの

で,計画された製造プログラムについての経常的な事前計算をシミュレーショ

ンモデルと結びっけて可能にするようなシミュレーション計算を構築すること

ができる｡さらに,弾力的製造システムにおける設備の技術的な配列変更につ

いても,製造間接費に及ぼす影響をシミュレー トすることができる｡その結果,

過程指向的な原価計算の概念を通じて,技術的な設備計画を支援することがで

きる｡製品が工程内を通過する際に生じる障害についての排除戦略を定式化す

るのにも,同様のことが妥当する｡ 結果として,次のことが述べられる｡ すな

わち,過程指向的な原価計算は,製造間接費に対する原価場所ごとに区別され

た各基準値を包含することによって,限界原価計算を再展開したのである｡

この計算概念における目新しい点は,弾力的製造システムを各構成要素 (作

業場所)へと細分類し,(過程管理のパラメーターに依存した)原価作用因とし

て,加工時間を作業場所に関わらせた確定を行い,製造間接費を作業場所に関

わらせた比例計算を行い,管理問題点にシミュレーションモデルを導入し,オ

ンラインによるデータ把握システムを設け,進行計画や製造プログラムや技術

的設備計画および障害除去戦略について原価的な評価を行っていることであ

る｡したがって,過程指向的な原価計算は,生産管理という職務領域における

意思決定にとって重要な情報を提供することができる｡この原価計算は,原則

として,弾力的生産システムにおける製造過程の原価経済的な管理(原価政策)

を可能にする｡このようにして,この原価計算概念も,間接費管理の改良に向

けて一つの貢献を提供する｡

計画階層との関連

計画論では,戦略的計画設定,戦術的計画設定および業務管理的計画設定と

いった計画階層に区別される｡同じような三分化を,原価計算についても行う

ことができる｡その結果,戦略的原価 ･給付計算,戦術的原価 ･給付計算そし

て業務管理的原価 ･給付計算に区分される｡

戦略的意思決定にとって有用な原価 ･給付情報,とくに成果予測を作成する
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計算概念が,戦略的原価 ･給付計算と見なされねばならない｡この原価計算は,

戦略的原価管理に拡張された形で (Horやath1990,178貢以降),次のことを

行うものでなければならない｡

-すべての価値創造活動における企業の付加価値連鎖全体を支援する｡

-代替的戦略 (例えば,原価指導性や差別化)ごとに異なる分析を可

能にする｡

- "構造的選択意思決定''(例えば企業規模や品目)と `̀経営手法''(例え

ば能力の利用や経営参加)とにグループ化できる作用因 (コスト･ドラ

イバ ー) とくに間接費の作用因をよ り充分 に考慮す る (Riley

1987;Shank1989,56頁以降)0

-大雑把な考えとして当初策定された製品販売可能価格についての判定を

可能にする｡当初予測された販売価格は,製品の原価計画にとっての出

発要素である｡販売価格マイナス計画利益は,原価の上限値(許容原価)

となり,実際に期待される原価 (なりゆき原価)との調整ののち,実際

局面での製品の開発や設計のための実現されるべき予定原価 (目標原

価)へと導く｡こうした計算の試みは,"目標原価計算"(原価企画)と

呼ばれる (Sakurai1990,39貢以降)｡

戦術的原価計算は,設計開発のための予測的原価 ･給付情報 (設計開発に

伴って行われる原価計算として)や,投資計画および戦術的予算作成のための

予測的原価 ･給付情報を作成するものでなければならない｡一般に,戦術的計

画局面のためのこうした計算類型は,具体的な決定行動 (新製品,生産方法,

投資,組織等々)についての成果予測を取り扱うものでなければならない｡

最近では,業務管理的原価計算と戦術的計画設定との原則的関係が考察され

ている (Ktipper1985,26頁以降)｡こうした考察は,投資理論を指向した原

価計算において行われている｡ここでは,原価計算の業務管理的 (短期的)な

計画問題と,投資計算の戦術的 (長期的)な計画問題との相互関係がきっかけ
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である｡とくに,長期間にわたって拘束される投入財 (例えば,設備資産や従

業員)についての業務管理的計算においては,帰属計算問題が現われる｡この

問題は,概念的には,これら両者の計算を結合させることによって,よりよく

克服することができる｡投資理論を指向した原価計算の基本的思考は,以下の

通りである :

(1) 投資計算と原価計算の両方が,意思決定の支援に役立っ ｡

(2) 原価計算の業務管理的意思決定は,投資計算の戟術的意思決定のなか

に含められねばならない｡

(3) 原価計算は,業務管理的意思決定が戦術的設定目標の達成-と導くこ

とを確保するものでなければならない用具である｡

(4)いずれの計算も,拘束力をもつ計算尺度として収支 (収入 ･支出)を

もって行われるべきであり,それによって,すべての投入財のさまざま

な結合を,構造的に等しく把握すべきである｡

(5)原価と給付は,明確な規則に従って収支から導き出され,戦術的な成

果目標の内容と範囲別に整理されるべきである｡

この試みを通じて,意思決定指向的原価計算が,よりよく確立される｡この

ように投資理論を指向する原価計算は,周知のすべての原価計算諸概念につい

て,それらの戦術的目標指向性に関する明確な判断基礎を提供する｡

業務管理的原価計算は,企業内および企業間におけるすべての短期的振替過

程を計画し管理するのに有用な原価 ･給付情報を作成するものでなければなら

ない｡個別的には,この振替過程には,調達過程,輸送過程,貯蔵過程,製造

過程または販売過程がありうる｡これらの過程のために戦術的に計画される資

源は,実際に最適投入されねばならない｡業務管理的原価 ･給付計算は,この

最適化意思決定にとって有用な原価 ･給付情報を算定しなければならない｡そ

の際には,製品数量の減少や製品種類の増加および弾力性の上昇がもたらす影

響について,特別の考慮が払われねばならない｡これまで,短期的な全部原価
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計算および部分原価計算は,可能な原価差異分析を伴った操業度に焦点を当て

てきたが,業務管理的局面の下では, (新たな品質,製造プログラム,機械の

配置,ロットサイズ等々についての)とくに短期的な変更決定のための情報が

提供されねばならない｡作成された原価 ･給付情報が意思決定に有用でかつ現

実的であるがゆえに,上述の変更決定を最適にかっ迅速に下すことに成功すれ

ば,経済的な資源投入が継続的に保証される｡最終的にこのことは,ある可能

な競争優位が実際にも利用されていることを意味する｡こうした高品質の情報

獲得を達成するための前提は,原価 ･給付データの活用可能性を弾力的にする

ことである｡そうした弾力化は,大きな活用用途の確保や,適応能力のあるシ

ステム構造を通 じて達成することができる (Lackes1990,329頁より次頁に

かけて)｡ この意味では,伝統的な短期原価計算が再展開されねばならない｡

その際には,次のことを証明することができる｡すなわち,将来の業務管理的

原価計算が適応機能や管理機能を果たすには,その原価計算は,原価 ･給付指

標の弾力的なシステムを伴ったものでなければならないのである｡

EDP普及の高まり

原価計算は,大量のデータを把握し処理するがゆえに,データ集約的な情報

システムである｡こうした情報システムを実現させるために,最近では,リレー

ショナルなデータバンクが展開されてきている｡今日では,原価計算も,こう

した用具をもって実現させることができる｡ これによって,

一構造的にしっかりとした計算システムの構築

-対話式のデータバンク検索言語の利用

一弾力的に活用できる端末間対話

が可能である (Lackes1990,331貢)｡それゆえ,リレーショナルなデータバ

ンクによる情報蓄積は,給付能力を有した原価情報システムであるための複数

の必要条件に応じるものである｡的確で現実的で意思決定に有用な多数の原価

情報を直接に利用しうる可能性とともに,システム利用者としての意思決定者

において原価計算がますます受け入れられ,そして,意思決定過程が比較的高
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い効率性を有することが期待されねばならない｡リレーショナルなデータバン

クに基づくことで,企業の包括的な情報システムや計画システムのなかへの原

価計算の統合化が促進され,意思決定に有用な応用計算ないし最適化計算の適

用が容易となる｡

D.原価計算論の未解決の問題

原価 ･給付計算について,すでに展開されてきた概念,および,なお展開さ

れるべき概念が数多 くあり,ならびに,改良される計算諸概念に対 して定式化

可能な必要条件が多数あるときには,この領域に関する学問上の問題設定を整

理することが相応しいように思われる｡

Ⅰ.意思決定に対する原価計算の関わりの強化

おそ くとも,原価計算や内部的管理に関す る Schmalenbachの著作

(Schmalenbach1963および 1948)以後は,次のことから出発されねばな

らない｡すなわち,経営上の原価計算は,最適な財配分という意味での経済的

意思決定を支援するための情報の生産者として理解されねばならない｡それゆ

え,意思決定過程について包括的な研究を行い,ならびに,これら意思決定な

いし区画される意思決定タイプおよびその他の適用のための情報に対する需要

を算定することが,原価計算諸概念を形成するためのすべての考察の出発点に

置かれねばならない｡その際,今日の理解において原価情報として分類される

情報が取り上げられる限り,それら原価情報の質は,意思決定過程から生 じる

必要条件を通じて,明確に定義されねばならない｡このステップを経たのちに,

そうした情報生産者の構造と機能を明らかにする最初の手がかりが生まれる｡

原価計算の構造 (計算構造,デザイン)は,次のことに依存している｡すなわ

ち,当該原価計算がいかなる意思決定やその他のいかなる適用に役立っべきな

のか,情報諸要素をいかなる原初形態において把握しうるのか,それら情報諸

要素がいかなる属性を有しており,どのような関係モデルにはめ込むことがで

きるのか,どのような利用レベルが求められているのか,どの程度の弾力性が
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必要なのか,どのようなハー ドシステムやソフ トシステムを用意 し利用するこ

とができるのか,企業の情報 ･計画システムへの原価計算のいかなる統合が求

められるのか,そして,原価計算にとってのその後の構築段階についていかな

る段階が意図され用意されるのかといったことに依存 しているのである｡

Ⅱ.原価計算の理論および政策の定式化

原価計算諸概念の実践的な形成および適用にとっては,いかなる適用条件や

情報需要のときにどのような計算概念が "合理的"ないし "最適''であるのか

を知ることが重要である｡それと同じくらい重要なのは,次の疑問に答えるこ

とである｡すなわち,当該経営体 (したがって意思決定者)の経営内部かつ/

または経営外部の制約条件が,ある特定の方向において変動 したり,そうした

変動が,ある特定の幅において見積 られるときに,原価計算概念がどのように

拡大され,修正され,あるいは全 く新たに構築 しなけれねばならないのかと

いった疑問である｡ここで提示された疑問は,計算政策上ないし計算形成上の

ものである｡そうした疑問についての学問上の答えは,単純な形成原則(原理)

-と導 くこともあれば,納得のいく形成勧告へと導いたり,利点および欠点に

ついての多元的な言明へと導いたり,あるいは,原価計算概念の最適な再組織

化戦略を予め定めておくことへと導きうる｡

上述の疑問に対する計算政策上の答えを与えうるには,計算理論上の言明体

系が前 もって定式化されねばならない (Schweitzer1981,134頁以降)｡それ

は,原価計算システム全体にとって,代替的な計算構造ないし再組織化の道(戟

略)を把握するのを可能にし,これら代替案に対 して,期待される効果を決定

論的または推測統計学的に割り当てる言明体系である｡こうした課題を満たし

うるのは,経験的に充分に基礎づけられ立証された原価計算理論だけである｡

さらに形成問題にも答えうる命題体系は,原価計算政策である｡(∫.Weber

(1990,203頁以降) は,同様の文脈において,この原価計算政策を,原価計

算に対する統制アプローチと呼んでいる｡)

原価 ･給付計算概念がどのような形態で構築されようとも,それら計算概念
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は,最適資源配分に関する意思決定を支援するのに有用な情報の獲得に,つね

に役立っものである｡これら計算概念が最終的にどのような構造を有するべき

なのか,どれだけの計算概念がそもそも利用されるのか,また,それら計算概

念がどのようにネットワーク化されるべきなのか,そして,これら計算概念が

時の経過につれてどのように変更されねばならないのかに答えるのは,席価計

算政策である｡

(1993年12月20日 脱稿)

図 1:原価 ･給付計算の伝統的諸概念の体系
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